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暴力団等排除に関する特約条項 

 

 

（暴力団等に係る欠格要件） 

第１条 乙は、現在又は将来にわたって、次の各号のいずれにも該当しないことを約する。 

(1) 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

をその役員等としていること又は暴力団若しくは暴力団員等にその経営を実質的に支配され

ていること。 

(2) 職業の種類、雇用契約の形態等によらず、暴力団員であると知りながら暴力団員を雇用する

こと。 

(3) 自ら又は第三者の不正の利益を図るため又は第三者に損害を与えるために、暴力団又は暴力

団員等を利用すること。その役員等又は使用人がこれに相当する行為を行った場合も同様とす

る。 

 (4) いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して金銭、物品その他の

財産上の利益を不当に与え、便宜を提供する等暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は暴力

団若しくは暴力団員等に関与すること。その役員等又は使用人がこれらに相当する行為を行っ

た場合も同様とする。 

 (5) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すること。その役員等又は使用人が

これに相当する状態にある場合も同様とする。 

  

（反社会的行為の禁止） 

第２条 乙は、自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれの行為も行ってはならない。 

(1) 暴力的な要求行為 

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

(4) 風説を流布し、偽計又は威力を用いて甲の信用を毀損し、又は甲の業務を妨害する行為 

(5) その他前各号に準ずる行為 

 

（警視庁への意見聴取） 

第３条 乙は、乙が社会福祉法人新宿区社会福祉協議会（以下「協議会」という。）の契約等に係る

暴力団等排除措置要綱（以下「要綱」という。）の別表に定める措置要件（以下「措置要件」とい

う。）に該当するものと思料される情報を、甲が入手したときには、協議会会長から警視庁に対し

意見聴取を行うことに同意する。 

 

（警視庁による情報提供） 

第４条 乙は、乙と暴力団、暴力団員又は第１条各号に該当するものとの関与の事実について、会

長が警視庁から情報の提供を受けることに同意する。 
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（契約の解除等について） 

第５条 甲は、前２条の意見聴取又は情報提供等により、乙が第１条から第２条のいずれかを満た

さないと認められることが判明した場合には、この契約を解除すること又は必要な措置を講ずる

よう乙に対し求めることができる。なお、契約の解除を行うに当たっては、何ら催告を要しない

ものとする。 

２ 前項の規定により契約が解除された場合又は乙が必要な措置を講じた場合において、乙に損害

が生じても、甲は一切賠償の責を負わない。 

３ 甲は、契約履行期間中に乙の下請負人等が、措置要件に該当することが判明したときは、乙に

対し、下請負人等との契約の解除を求めることができる。この場合において、乙に損害が生じて

も、甲は一切賠償の責を負わない。 

４ 前各項に定めるもののほか、契約解除に伴う措置等については、契約書の関係規定を準用する

ものとする。 

 


